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相続税における配偶者控除の変遷と意味
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　目的　経済のストック化と高齢社会の進行により、家計における相続の重要性が増大し

た。親と子、すなわち世代間資産移転に対する関心は高まり研究調査も多く行われるよう

になった。しかし、夫と妻、世代内の移転に往目したものはいまだに少ない。そこで、相

続税の配偶者控除の制度及び税負担における実態の変遷を解明し、妻の相続と老後保障に

ついて考察を行った。

　方法　昭和似　45、so、55、Ｈ～平成２年の国税庁年’次統計書及び12の地方国税局（但

し、沖縄は昭和50年から）の税務統計書の課税状況表を用い、相続、被相続、配偶者控除

の人数、税額の変遷と制度の関わりをみていく。

　結果　明治38年に創設された相続税は戦前には家督相続、遺産相続の２本建てであった。

戦後、家制度の崩壊により遺産相続のみとなった。配偶者控除の制度は昭和25年に確立さ

れた。その後、改正を重ね、56年から非課税限度額が遺産額の1／2または4000万円までとな

った｡、昭和63年に現行の配偶者の法定相続分相当額または8000万円へ改正された。配偶者

控除を受けた人数は40年には約９千人であったが、50年以降増加し62年には約３万６千人にな

った。63年は基礎控除額も引き上げられたため配偶者控除者’は２万３千人に減少した。被相

続人数に対する配偶者控除者数の割合は、昭和40年以降60％前後で推移している。一方。

相続税額に対する配偶者控除額は40年には6％であったが、その後増加し60年には約30％に

なった。また、１人当り配偶者控除額も同様の動きを示している。特に. 63年の改正時に

は大幅に増加している。
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　【目的】女子短大生の祖父母・孫関係に対する実態認識度および意識は。既報においては

　数量的分析結果を中心にとりあげた。本報では、さらに内容の質的分析に重点を置いて結

　果を詳細に検討し、理想的な祖父母・孫関係の要素や条件をも考察する。

　【方法】女子短大生（東京都・埼玉県）を対象として。19 9 1年６月中～下旬に自記式
質問紙法による調査を実施した。有効数は2 9 3票である。

　【結果】

①約5 0 %を占める「死亡祖父母」の思い出や印象を聞いたところ．祖父母の死亡時期に

よって思い出や印象の有無の割合は異なり．その内容については「物にまつわるもの」よ

りも「精神的なもの」と「行為や技術的なもの」の方が多く見られた．

②健在祖父母に対する意識は、幼い頃の「世話」・現在の「気持ち」・将来の「介護」に

関連が見られるが．個々の内容や理由は「祖父・祖母」「同居・別居」「父方・母方」別

にとらえると多様である．

③多数例（気持ち：好き、介護:思う）と少数例（気持ち：嫌い、介護：思わない）から

各々の理由をあげたところ．「祖父母の人柄・性格」的な要素が大きく影響していること

が明確になった．すなわち、孫から見て「優しい、話していて楽しい．尊敬できる．父母

と仲がいい」祖父母が望ましい．なお．儀礼的な交流や金品の授受などの影響は少ない．
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